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Ⅱ．研究方法 
調査協力者は、教職に就いたばかりで経験の乏しい若手教員（教員歴 3 年目まで。対象者 A~G）と、












 若手教員の小カテゴリーは合計 66 であり、6 の大カテゴリー、22 の中カテゴリーに分け、中堅教員
の小カテゴリーは合計 70 であり、5 の大カテゴリー、22 の中カテゴリーに分類した。結果図を次頁に
示す。（ ）内の数字は、カテゴリーに関する発話数である。スクールカウンセラーは、引用、調査協










図 1 結果図の凡例 
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が高まっていく 3 つのステップにまとめられた。第 1 ステップの〈k.同僚同士で協働〉は、特に≪
36.教員の仕事は 1 人じゃできない≫が、中堅教員がこれまでの経験を通して感じている象徴的な
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する Person-Centered Approach のことである。この考え方を心理臨床の訓練でのスーパービジョンやカ










PCAGIP 法を行う利点の 1 つに、事例の情報が少ないことがあげられる（村山ら,2012）。必要な資料




4村山正治・中田行重『新しい事例検討法 PCAGIP 入門 パーソン・センタード・アプローチの視点から』(太洋社、
2012)、P32 
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